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東日本大震災に対する当面の対応と

第２次中期経営計画について
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はじめに

１．今般の東日本大震災は世界的にも類を見ない複合型の大規模災害であり、その復旧・復興に向けた施策については、
①時間軸毎にステップを刻んだ対応が必要であること、②地域や被害類型に応じたきめ細かな対応が必要であること、
に留意する必要があると考えております。

２．当行と致しましては、危機時への対応を主要業務の一つとして位置づけていることから、地域・産業・エネルギー・インフラ
に係る豊富な投融資実績等を活かし、長期や投融資一体等のリスクマネー供給という特色ある金融機能を発揮することで、
我が国経済・社会に未曾有の被害をもたらした震災からの復旧・復興支援に全力で取り組んで参る所存です。

３．震災への対応と同時に、第２次中期経営計画において定めた主要施策、すなわち①既存業務の重点化、②機能多様化
の推進、③人財投資の強化、等の成長戦略を着実に推進することで、将来の発展に向けた事業基盤の強化に注力して参
ります。



第１部 東日本大震災に対する当行の対応
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２．留意点
全体を俯瞰しつつも、具体的な施策については、時間軸毎に順次制度的手当を講ずるなどステップを刻んだ対応が必要

地域が広範、復旧・復興対象も多様であることから、類型に応じた支援パッケージを複数用意することが必要

３．復旧・復興に向けた対応

地域及び産業の各方面における復旧・復興対策が必要（次頁参照）

１．地震

政
策

・迅速性

・産業政策とセット

・早期の住民合意
形成プロセス

・情報開示の

透明性

・第3者による
客観的な評価

・危険エリア
からの移転

・私有財産の制限、

被害物件の買い取り

・“根本を断つ”

・正確で分かり
やすい情報提供

・ＢＣＭの
重要性

・発想転換
（需要側の制御へ）

・中長期的な視点
からの

エネルギー
ミックス

大規模なサプライチェーン途絶

・供給体制

複線化の促進
（立地、資本関係など）

・産業集積エリア（特区）
間連携

+1

１．“５＋１”の巨大複合災害に有効な政策とは ～過去の世界の経験から学ぶ～

被害類型 特徴 事例

１．地震 物理的な被害だけでなく（直接被害）、域内の
経済活動が低下、観光客も減少（間接被害）
→ 復興に数年単位の時間（阪神・淡路では
ストック復旧に3年）、産業活動の空白を取り
戻すことは容易でない

・中国・四川省大地震
（2008）
・阪神・淡路大震災
（1995）

２．水害 地震同様の被害の他、水害特有の特徴あり
①被害が面的広がりを持って発生
②海岸や川岸など危険エリアを特定しやすい

・米国・ハリケーン・カト
リーナ（2005）
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｽﾏﾄﾗ沖地
震・大津波（2004）

３．原発事故 放射線汚染は長期にわたり継続、経済被害
は膨大。用途が制限されるエリアが出現
→ 農作物等で風評被害が発生、事故後の
原子力政策にも多大な影響

・旧ソ連・チェルノブイ
リ原発事故（1986）
・米国・スリーマイル島
原発事故（1979）

４．見えない恐怖 恐怖から逃れるために人々の行動が抑制
→ 経済活動が停滞、産業面ではＢＣＭ（事
業継続管理）が普及

・米国・9.11同時多発
テロ（2001）

５．電力供給障害 電力需要抑制に向けてユーザー側で、ス
マートメーターが普及

・カリフォルニア電力危
機（2000～2001）

（＋１）
大規模なサプライ
チェーン途絶

東北地方には「ものづくり」の集積が存在
→ サプライチェーン途絶を回避するため生
産拠点の分散化、海外生産の加速による国
内産業の空洞化に繋がる可能性

（世界でも未経験）

１．今回の大震災の特徴と留意点

第１部 東日本大震災に対する当行の対応



２．復旧・復興に向けた課題と対応

第１部 東日本大震災に対する当行の対応

エネルギー対策 （安定供給に向けた取組支援）

地場企業支援

危
機
対
応
業
務
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
実
施

ライフライン・インフラの復旧支援

サプライチェーン途絶等への対応

産
業

地
域

今後のｴﾈﾙｷﾞｰ供給政
策等を踏まえた対応

・多様な業種へのきめ細かな対応

・地元地銀、地方自治体との連携
共同ファンドの創設等

・自治体等と連携した実態把握

・復旧活動への協力・支援

• 川上工程企業の復旧支援

• ２次的影響を受ける企業の支援

PFI/PPP活用等でのア
イデア出し・協力

当面の資金繰り支援

返済猶予条件緩和

金融機能強化
法、改正PFI法、

特区制度等、国
の施策とも連携

国際競争力強
化・産業再編等
への同時対応

メ
ザ
ニ
ン
・エ
ク
イ
テ
ィ
資
金
、

長
期
性
資
金
へ
の
対
応
必
要
性

・他電源の早期稼働
・分散型電源の普及支援
・火力等新発電所建設 など

実態把握

政策と
危機対応
業務

平23年度第１次補正
(平23/5)

危機対応業務の拡充
・間接被害の対象化
・金額の大幅増額 等

国の施策や
一般金融機関
等と協調しなが
ら業務を推進

対象：直接/二次被害者
事業規模：2.5兆円
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平23/3/11 平23/3/12
フェーズB（復旧支援開始） フェーズC（復興本格化）

震災発生 激甚災害指定
・危機認定

フェーズA（緊急対応期～）
平23/5/2
補正予算案
・財特法成立

・各種復興支援、各地域復興計画など



３．株式会社日本政策投資銀行法等の一部改正
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第１部 東日本大震災に対する当行の対応

◆立法の構成
(1) 政府による増資可能期間に関し、東日本大震災に対処するための(株)政投銀法の特例を措置
(2) 組織の在り方の検討期限に関し、平成21年(株)政投銀法改正法附則を改正
(3) 政府保有株式の処分期限に関し、行革推進法第６条及び(株)政投銀法附則を改正

◆改正の内容（平成２３年５月２日可決成立）
１．東日本大震災に対処するための政府出資・交付国債に関連する特例措置
「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」(財特法）第36条の規定により、(株)政投銀

法は以下のように読み替えられて適用されることとなります。
(1) 政府出資可能期限 ：「平成24年３月31日」→「平成27年３月31日」
(2) 交付国債の交付可能期限：「平成24年３月31日」→「平成27年３月31日」
(3) 交付国債の返還期限 ：「平成24年７月１日」 →「平成27年７月１日」
（注）ただし、これらの読替えは、東日本大震災による被害に対処するために当行が行う危機対応業務の円滑な実施のために行われる出資及び

交付国債の発行又は償還が対象であり、これに該当しない場合は、読替えは行われず、元来の規定が適用されます。

２．政府保有株式の処分期限の延長に係る法改正

１.の特例措置の整備に伴い、行革推進法第６条第２項及び(株)政投銀法附則第２条第１項に規定する政府保有株式の

処分期限も同様に延長する必要があることから、以下のとおり改正されております。
「平成24年４月１日から起算しておおむね五年後から七年後を目途として」

→「平成27年４月１日から起算しておおむね五年後から七年後を目途として」

３．組織の在り方の検討期限の延長に係る法改正
１.の特例措置の整備に伴い、平成21年(株)政投銀法改正法附則第２条第１項に規定する当行の組織の在り方の見直しに

係る検討についても、特例読替に基づく出資の状況や危機対応業務の実施の状況等を勘案して行う必要があることから、
以下のとおり検討期限を延長するための改正が実施されております。

「平成23年度末を目途として」→「平成26年度末を目途として」

 危機対応業務の主たる実施機関である当行に対し、同業務を円滑に実施できるよう「東日本大震災に対処するための特別
の財政援助及び助成に関する法律」による(株)政投銀法の特例措置や一部改正が実施されました。



第２部 当行の役割と目指す姿
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一般金融機関（銀行、証券等）、その他投資会社等

危機時 ←

株式会社としての自律的な
経営判断で対応する業務領域(4)金融市場のｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ

(3)成長分野に対する金融ｻﾎﾟｰﾄ
・成長産業の支援（環境、ﾍﾙｽｹｱ等）
・海外展開支援、対日投資促進
・技術高度化 ほか

・危機対応融資
・CP購入
・産活法出資

(2)産業再構築支援

・産業再編、再生等
・地域の再構築
・社会インフラの更新 他

政府信用調達
（ﾂｰｽﾃｯﾌﾟﾛｰﾝ）

運

用

調

達

当行

→平常時

資

本

お客様
ノウハウ・人員

情報

自主調達基盤拡充

投融資等での協調重視

リスクマネーの供給、パートナーシップ： (1)金融資本市場の機能強化 （長期、大口、投融資一体、中立性）

統合資本管理

 従来より当行が発揮してきた特色ある金融機能や、今後予想される経済・社会環境の変化等を踏まえ、金融資本市場にお
いて当行が果たす役割を４つに整理しております。

当行の「４つの役割」
（左図参照）

(1)金融資本市場の機能強化

長期・大口・投融資一体・中立性
といった特色を活かしてリスクマ
ネーを適切に供給、他の金融機
関とのパートナーシップを強化
すると共に、我が国金融資本市
場の機能強化に貢献

(2)産業再構築支援

社会・経済活動を支える産業基
盤の再構築を金融面から支援

(3)成長分野に対する金融ｻﾎﾟｰﾄ

我が国の成長戦略実現に向け
た金融面の支援

(4)金融市場のｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ

市場の機能不全など、危機時に
おける機動的対応

１．当行の役割
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第２部 当行の役割と目指す姿
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２．当行の目指す姿

産業
に対する

ソリューション

地域
への

ソリューション

社会インフラ整備
への

ソリューション

「我が国経済の課題」

 東日本大震災による被災地、産業、
日本経済への影響

 成長推進のためのグローバル化、国
際競争力強化

 人口減少、海外展開等による空洞化
 地域の再構築
 人・モノの高齢化

「我が国金融資本市場
の課題」

 株式市場：
非上場企業の資本調達困難

 社債市場：
長期市場未成熟、高格付企業中心

 金融機関等：
バーゼルⅢ等規制強化、
大口・投資規制、短期中心 等

金融資本市場の機能強化
(長期、大口、投融資一体、中立性）

産業再構築支援

成長分野に対する金融サポート

金融市場のセーフティネット

顧客ニーズにシームレスに対応すべく
金融サービスを充実

当行

課題認識を踏まえたお客様
への金融サービスの提供

お客様への金融サービスの
提供による課題解決

危

機

対

応

業

務

等

（震
災
対
応
等
）

 我が国経済は、東日本大震災の影響以外にも、人口減少や人・モノの高齢化等、様々な課題を抱えております。
 当行は、こうした「我が国経済の課題」、および「我が国金融資本市場の課題」を常に認識し、株式会社としてのガバナン

スのもと、「４つの役割」の実現を通じ、顧客ニーズに対し様々なソリューションを提供して参ります。
 特に、東日本大震災の復興戦略と、将来に向けた成長戦略の双方に対し、金融面からのサポートを強化して参ります。

第２部 当行の役割と目指す姿



第３部 第２次中期経営計画

“Endeavor 2013”

 Endeavor：
「困難を克服しようとする継続的な強い努力」
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１．第１次中計の総括

融資：融資アセット積み上げ効果、引当戻りもあって目標達成
投資：投資損失や引当の発生により所期の収益を達成できず
手数料等：手数料は投融資関連中心に計画達成、為替評価益等発生による上振れ

※1．株式関係損益を含む

※2．当期純利益(539億円）に税の支払いを仮定した場合の数値

１次中計の財務目標：完全民営化時においてＲＯＥ５％超の水準を目指すべく、第１次中期経
営計画最終年度 （２０１０年度）においてはＲＯＥ３％を目標とします。

２００７年度（実績）

１２兆円程度

０.５％程度

３％程度

６００億円程度

３０％程度

１,３００億円程度※1

２０％程度

１２.５兆円

０.２５％ ※2

１.５％ ※2

３２０億円※2

３２％

９１８億円

２０.７１％

総資産

ＲＯＡ（当期純利益÷総資産）

ＲＯＥ

当期純利益

経費率

業務粗利益

自己資本比率

２０１０年度（目標）（単体ベース）

１４.８兆円

０.７％

４％

１,０００億円※3

２４％

１,４６５億円

２０％※4

２０１０年度

最終年度実績

 策定時には想定していなかった大きな環境変化（リーマンショック、東日本大震災、危機対応、法改正等）を経験しましたが、
最終年度の財務目標は達成致しました（但し、引当や税金の影響大）。

 金融危機対応業務によってアセットが大きく増加しておりますが、利回り向上ペースは想定を下回りました。
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第３部 第２次中期経営計画

※3．税引前当期純利益は1,010億円

※4．速報値ベース



２．第２次中計の行動計画
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第３部 第２次中期経営計画

２次中計の主要施策

１．投融資一体業務の推進

 顧客ニーズに即した最適なファイナンスの提供

 ミドルリスク分野の投融資を主軸

２．重点業種・分野の設定

 当面、東日本大震災の復旧・復興事業等への集中対応

 他方、我が国の将来に向けた成長戦略のため以下の点も重点対応
 従来分野の深掘り：エネルギー、運輸・交通、都市開発

 成長分野支援：環境、ヘルスケア

 再編、再生への本格取り組み

 インフラ、地域での取り組み

３．海外業務の本格展開

 お客様の海外成長戦略に添う形での業務展開

 アジア重視、ストラクチャード・ファイナンス手法を強化

４．調達基盤の拡充

 自己信用調達の基盤固め

 流動化等の推進

５．ノンアセットビジネスの強化

 手数料収入の多様化

人財、業務プロセス等

人財への投資強化

（１）重点分野の強化や新規業務
への取組に向けた増員

（２）重点分野に即したプロフェッ
ショナルの育成

（３）若手職員に対する教育強化

業務プロセス、リスク管理

重点業務等を適切に推進しうる
業務プロセス、リスク管理態勢
を整備

 計画名称：「Endeavor 2013」
 計画期間：２０１１～１３年度の３年間
 位置付け：当行が長期的に目指す姿を実現するため、経営改善を着実に推進し、事業基盤を強化する３年間とする
 主要施策：①東日本大震災への集中対応、②既存業務の重点化、③機能多様化の推進、④人財への投資強化



３．第２次中計の財務目標

２次中計の財務目標 ２０１０年度

（１次中計目標値）

１５兆円程度

１.０％程度

３％程度

６５０億円程度

２７％程度

１,５００億円程度

１２兆円程度

１.１％程度

３％程度

６００億円

３０％程度

１,３００億円

総資産※3

ＲＯＡ（＝業務粗利益÷総資産）

ＲＯＥ

当期純利益※2

経費率

業務粗利益※1

２０１３年度

（２次中計目標値）（単体ベース）

※1：信用コスト控除後・経費差引前の利益

※2：2013年度の法人税率は40%と仮定

※3：2013年度の総資産15兆円のうち、貸付金等が14兆円弱、投資等が6,000億円程度を占める想定

※4：2013年度の自己資本比率はバーゼルⅡ基準での試算

３次中計以降も、既存事業の
強化と新規事業の育成につ
き、絶え間ない取組を行う

経営資源
重点化する業務に対応する形で、人
財の育成と大胆な経営資源配分を
進める

経済資本
成長の加速のために、引き続き自己
資本の有効活用を検討

規制資本（自己資本比率）
ミドルリスク案件への取組増加を考
慮しても、利益蓄積等により、相応の
自己資本比率は維持可能

下記財務目標は、東日本大震災対応の影響を一定程度織り込んでおりますが、今後の動向によっては大幅な変動が予想されます。

 最終年度（2013年度）に650億円程度の最終利益を目指すべく施策を推進致します。
 総資産15兆円で信用コスト後粗利1,500億円程度、ROA（粗利÷総資産）は1.0%程度を見込みます（現状並）。
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２０％程度２０％程度自己資本比率 ※4



本資料には、当行の将来に関する記述が含まれておりますが、これらは当行が現在入手している情報に基づく、本資料作成時点にお
ける予測等を基礎として作成されています。これらの記述に用いられる諸仮定は将来において不正確であることが判明したり、将来実
現しない可能性があります。これらの記述は本資料のために作成されたものであり、これらを随時更新する義務や方針を当行は有して
おりません。また、本資料に記載されている当行以外の企業等に関わる記述は、公開情報に基づいて作成したものであり、かかる情報
の正確性を当行が保証するものではありません。
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